立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第2回　立法の現状分析と課題

1. 「立法」とは

· 法律学において、概念を定義する際には、形式的意味と実質的意味とを分けて考えることがある。「立法」についても、形式的意味の立法と実質的意味の立法とを分けて考える（二重立法概念）。

· 実質的意味の立法については、法規（国民の権利を直接制限し、または義務を課する法規範）であるとする見解と、一般的・抽象的な法規範であるとする見解とがある。
2. 法の体系（法源論）
· 憲法は、全法秩序の最高法規である。わが国では、日本国憲法が、それにあたる。

· 国会は、法律を制定する（日本国憲法41条）。

· 内閣は、政令を制定する（日本国憲法73条6号）。

· 内閣総理大臣は、内閣府令を制定し（内閣府設置法7条3項）、各省大臣は、省令を制定する（国家行政組織法12条1項）。

· 衆議院は、衆議院規則を制定し、参議院は、参議院規則を制定する（日本国憲法58条2項）。

· 最高裁判所は、最高裁判所規則を制定する（日本国憲法77条1項）。

· 地方公共団体の議会は、法律の範囲内で条例を制定する（日本国憲法94条）。ただし、法令に違反しない限りにおいて制定しうる（地方自治法14条1項）。

· 内閣は、国会の承認に基づき、条約を締結する（73条3号）。

· そのほか、会計検査院法38条に基づく会計検査院規則、国家公務員法16条1項に基づく人事院規則、国家行政組織法13条1項に基づく公正取引委員会規則や国家公安委員会規則など、地方自治法15条1項に基づく地方公共団体の（長の）規則などがある。

· 明治政府以降は、御沙汰書、太政官布告、達などのさまざまな名称の法令が制定されてきたが、明治憲法の施行に先立ち、公文式が定められ、法律・勅令・閣令・省令などに統一された。

3. 法令の形式

· 法令には、題名が付く。

· 多くの法令は、条を基本単位として構成され、章、節、款、目などに区分される（特に大部の法令については、章よりも大きな単位として編が用いられる）。章などに区分される法令には、目次が付く。
· 法令には、前文が付くことがある。

· 法令は、通常、本則と附則から構成される。

· 本則は、総則、実体規定、雑則、罰則などから構成される。

· 本則のうち、総則には、目的規定・趣旨規定、定義規定、基本方針などが設けられる。
· 附則には、施行期日、経過措置、関連法令の改廃に関する規定などが設けられる。
· 別表、様式、付録、別図などが付くことがある。

· 法令が公布される際には、公布文が付く。

· 法令を特定するために、法令番号が付く。

· 1つの事項は、1つの条で表す。1つの条をその内容に応じて複数の段落に分けることがあるが、この区分された段落を項という。条や項の中で、複数の事項を箇条書きする場合、その列記した部分を号という。

· 1つまたは複数の条に、見出しが付く。

4. 立法の量的変化と質的変化
· 毎年、150件から200件ほどの法律が制定されるが、現在、効力を有する法律は約1.800件程度である。
· 法律の改正の方法としては、溶込方式と増補方式とがある。わが国では、前者を採っている。したがって、制定される法律は、新規制定法、一部改正法、全部改正法、廃止法のいずれかである。
· 川﨑（1996）は、（1）戦後法制の形成期（昭和20年から昭和30年代前半まで）、（2）戦後法制の発展・確立期（昭和30年代中頃から昭和40年代中頃まで）、（3）戦後法制の安定期（昭和40年代後半から平成3年ごろまで）、（4）戦後法制の変革期（平成3年ごろから）とに分ける。
· 橘（2004）は、実務から見た最近の法律の特徴的な傾向として、（1）基本法（プログラム法）の隆盛と、（2）特例法の増加傾向を挙げる。
表1　法律の公布件数（制定件数）の推移

	昭和22
	247
	34
	204
	46
	132
	58
	83
	7
	138

	23
	282
	35
	174
	47
	132
	59
	88
	8
	120

	24
	286
	36
	238
	48
	123
	60
	109
	9
	132

	25
	303
	37
	164
	49
	118
	61
	109
	10
	152

	26
	318
	38
	183
	50
	96
	62
	115
	11
	226

	27
	358
	39
	185
	51
	88
	63
	112
	12
	149

	28
	292
	40
	157
	52
	97
	平成元
	97
	13
	158

	29
	229
	41
	151
	53
	107
	2
	85
	14
	192

	30
	196
	42
	149
	54
	76
	3
	112
	15
	147

	31
	180
	43
	111
	55
	111
	4
	110
	16
	167

	32
	187
	44
	97
	56
	102
	5
	98
	
	

	33
	193
	45
	145
	57
	94
	6
	119
	
	


※平成元年の97件には、昭和64年の1件を含む。
表2　現行法令の推移

（立法学研究会「What’s立法学　第2回」時の法令1648号56頁）

	調査年月日
	法律
	政令
	勅令
	閣令
	府省令
	合計

	昭和49年7月1日
	1.490
	1.577
	70
	18
	2.515
	5.670

	昭和57年6月30日
	1.515
	1.689
	130
	18
	2.351
	5.703

	平成2年4月30日
	1.587
	1.780
	111
	12
	2.498
	5.988

	平成3年3月31日
	1.595
	1.806
	110
	12
	2.532
	6.055

	平成4年5月31日
	1.616
	1.834
	103
	12
	2.564
	6.129

	平成5年7月31日
	1.618
	1.838
	101
	12
	2.611
	6.180

	平成6年5月31日
	1.627
	1.852
	103
	12
	2.619
	6.213

	平成7年2月28日
	1.641
	1.863
	101
	12
	2.630
	6.247

	平成8年2月29日
	1.663
	1.901
	100
	12
	2.679
	6.355

	平成9年8月31日
	1.683
	1.926
	100
	12
	2.708
	6.429

	平成10年2月28日
	1.692
	1.938
	100
	12
	2.740
	6.482

	平成11年2月28日
	1.716
	1.972
	97
	12
	2.834
	6.631

	平成12年6月30日
	1.741
	1.709
	96
	12
	2.899
	6.457

	平成13年3月31日
	1.750
	1.740
	95
	11
	3.039
	6.635


	平成16年10月31日
	1.819
	1.817
	89
	10
	3.086
	6.821
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1. 表3を見たうえで、わが国における立法の現状と課題について論ぜよ。
2. 渋谷修『議会の時代』（三省堂、1994年）32～46頁の内容などを踏まえたうえで、わが国の国会や国会議員のあり方などについて自由に論ぜよ。

1～2を合わせて、A4で、1～2枚程度でまとめ、次週の授業時間（授業時間終了後ではなく、授業時間開始の冒頭）に提出する。

提出物に関する注意事項
· 用紙サイズは、必ずA4とする（B5やA3は認めない）。

· 用紙の上下左右は、30mm以上の余白をとる（ページ数以外は、余白に記入しない）。フォントサイズや行間隔などは、特に指定しないが、読みやすいように工夫されたい。

· 氏名、学籍及びメールアドレス（または、ログイン名）を必ず記入する。

· 2枚以上の場合は、必ずステープラーやダブルクリップなどで留める（紙の耳をまとめて折ることは、認めない）。

· 原則として、授業時間の冒頭に集める。

· 提出物をもとに討議を行うことがある。コピーを自分の手もとに置いておく。

· 原則として、返却しない。
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